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京丹後市職員措置請求に基づく監査結果 

 

令和６年４月１０日付で提出された地方自治法（以下「法」という。）第２４

２条第１項の規定に基づく京丹後市職員措置請求については、合議により次の

とおり決定しましたので通知します。 

本件請求は法２４２条第１項に規定する住民監査請求の要件を欠いているも

のと判断し、本件請求を却下します。 

 

記 

 

第１ サンカイカンについて 

１ 請求の要旨 

京丹後市は京丹後市久美浜総合交流販売施設（以下、「サンカイカン」と

いう。）の指定管理者として、株式会社Ａ社（以下「Ａ社」という。）を指定

している。Ａ社は株式会社Ｂ社（以下「Ｂ社」という。）との間で、サンカ

イカンの管理運営に関して業務提携書を締結している。京丹後市とＡ社は

「京丹後市久美浜総合交流販売施設の管理に関する基本協定書」（以下「基

本協定書」という。）を締結しているが、その基本協定書第１５条第１項の

規定に反して違法である。また、Ａ社とＢ社との間で締結している業務提携

書は、Ｂ社を不当に利する内容となっており、Ａ社及び株主である京丹後市

の利益を侵害している。京丹後市がＡ社の代表取締役に対して、会社法の規



定による損害賠償請求をしないことは財産の管理を怠るものである。 

以上のことから、Ａ社とＢ社との間で締結した業務提携書を解除すること、

Ａ社の筆頭株主である京丹後市は、Ａ社の代表取締役に対して損害賠償を求

める株主代表訴訟を提起すること、サンカイカンの管理に関してＡ社の指定

管理を取り消すことを求めているものと解されます。 

 

２ 請求書の補正 

本件請求書に請求人らの主張に対する添付書類の関連付けの補正及び添

付漏れの書類の提出を求め、令和６年４月３０日に補正書類が提出され受理

しました。 

 

３ 受理できない理由 

法第２４２条第１項に定める住民監査請求は、普通地方公共団体の執行機

関又は職員について、財産の管理を怠る事実等の違法・不当な財務会計上の行

為等があると認められるとき、当該普通地方公共団体の住民が監査を求め、損

害補填の措置等を請求できる旨を規定しています。本規定は、普通地方公共団

体の執行機関又は職員による財務会計上の行為又は怠る行為によって、当該

団体に財産的損失を与え、または与えるおそれのある場合において、当該行為

の執行を防止・是正するのが趣旨であります。 

 

今回の住民監査請求は、サンカイカンの指定管理者であるＡ社が基本協定

書に違反し、Ｂ社と業務提携書を締結していることについて、業務提携を解除

することを求める請求と、Ａ社がサンカイカンの管理運営に関してＢ社と締

結した業務提携書の内容について、Ａ社が不利な契約となっており損害を受

けているため、Ａ社の筆頭株主である京丹後市は、株主としてその投資資産に

対する損害を被っていることについて、株主総会で議題を提出し議決権を行

使するなど、適切に株主としての権利を行使することを求める請求及びＡ社

がＢ社と業務提携していることは基本協定書に違反し、指定管理者制度の趣

旨から没却していることから、京丹後市に対してＡ社の指定管理を取り消す

ことを求める請求であります。 



 

前述のとおり住民監査請求は、普通地方公共団体の執行機関又は、職員によ

る財務会計上の行為又は怠る行為が京丹後市に財産的損失を与え、または与

えるおそれのある場合に、非違の防止・是正の措置を求めるものですが、京丹

後市はＡ社に対し、指定管理施設の管理運営経費である指定管理委託料を支

出した事実はなく（新型コロナウイルス感染症対策及び燃料費物価高騰対策

に係る指定管理料を除く。）、今回の住民監査請求の内容においても、財務会計

上、京丹後市に損害が発生している事実の是正を求める内容は含まれており

ません。 

 

以上のことから、違法若しくは不当な財務会計上の行為又は怠る事実によ

って発生した損害を補填させることを目的とした住民監査請求の対象となる

ものでなく、法第２４２条第１項の要件を満していないため、本件請求を却下

します。 

 

第２ 久美の浜みなと悠悠について 

１ 請求の要旨 

京丹後市の所有財産である旧京都府老人休養ホーム久美の浜シルバーハウ

ス（以下「本件建物」という。）は、平成１４年１１月１９日に京都府から旧

久美浜町が払下げを受けたものである。本件建物の敷地は宗教法人Ｃ神社か

ら有償で借り受け、本件建物自体は株式会社Ｄ社（以下「Ｄ社」という。）と

の間で、使用貸借契約書（無償譲渡特約付）（以下「使用貸借契約」という。）

が締結され無償貸与されている。 

本件建物の無償貸与は違法または不当に貸付料の徴収を怠るものであり、

使用貸借契約に基づいて本件建物をＤ社に譲渡すれば、固定資産税を徴収で

きるにも関わらず、長年に渡って無償譲渡を実現するための手立てを取らな

いことは、違法または不法に財産の管理を怠るものである。 

以上のことから、京丹後市は本件建物の無償譲渡を実現するため、借地権譲

渡承諾に代わる許可の裁判を裁判所に提訴することの請求、加えて借地権譲

渡承諾に代わる許可が確定するまでの間、本件建物に係る固定資産税相当額



の賃料をＤ社に請求することを求めているものと解されます。 

 

２ 請求書の補正 

本件請求書に請求人らの主張に対する添付書類の関連付けの補正及び添

付漏れの書類の提出を求め、令和６年４月３０日に補正書類が提出され受理

しました。 

 

３ 受理できない理由 

法第２４２条第１項に定める住民監査請求は、普通地方公共団体の執行機

関又は職員について、財産の管理を怠る事実等の違法・不当な財務会計上の行

為等があると認められるとき、当該普通地方公共団体の住民が監査を求め、損

害補填の措置等を請求できる旨を規定しています。本規定は、普通地方公共団

体の執行機関又は職員による財務会計上の行為又は怠る行為によって、当該

団体に財産的損失を与え、または与えるおそれのある場合において、当該行為

の執行を防止・是正するのが趣旨であります。 

 

したがって、住民監査請求は、当該団体に財産的損失を与えるおそれがない

財務会計上の行為については、住民監査請求の対象となる行為には該当しま

せん。 

 最高裁第一小法廷の平成６年９月８日判決(平成６年(行ツ)第９７号)は、

「たとえ違法・不当な事由があるとしても、それが地方公共団体である市に損

害をもたらすような関係にない行為は、住民監査請求の対象には該当しない。」

としています。 

 

今回の住民監査請求は、無償貸与の状態が現在も続いていることは、市有財

産の管理を違法若しくは不当に財産の管理を怠る行為とし、無償譲渡が実現

されれば本件建物は固定資産税の課税対象となり、税収を得ることができる

ことから市に損害を与えているとしていますが、本施設の無償貸付の期間に

ついては、本件契約の第６条により当初契約締結の日から５年間となってい

たものが、第７条第２項により期間更新され、現在まで無償貸付の契約が継続



しています。したがって、本施設は市有財産のままであり、固定資産税の課税

対象には、該当していません。 

 

以上のことから、違法若しくは不当な財務会計上の行為又は怠る事実によ

って発生した損害を補填させることを目的とした住民監査請求の対象となる

ものでなく、法第２４２条第１項の要件を満していないため、本件請求を却下

します。 

 


